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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第103期
第２四半期
連結累計期間

第104期
第２四半期
連結累計期間

第103期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 8,482,576 8,299,026 16,300,354

経常利益 （千円） 98,999 192,399 397,494

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主に

帰属する四半期純損失（△）

（千円） △13,796 99,722 483,745

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △133,291 239,887 613,355

純資産額 （千円） 6,885,713 7,644,004 7,479,150

総資産額 （千円） 16,839,232 18,421,143 18,813,168

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △1.36 10.00 47.66

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 9.97 47.59

自己資本比率 （％） 33.2 33.0 31.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 720,486 1,258,448 326,007

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 82,374 △548,561 △910,285

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △487,519 △761,216 798,377

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 895,310 787,648 832,795

 

回次
第103期
第２四半期
連結会計期間

第104期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △3.38 5.16

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第103期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存

在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における世界の自動車生産台数は、米国では減少しましたが日本・中国・アジア・欧

州等での増産により前年同期に比べ増加いたしました。このような状況のもと当社グループの関連する自動車部品

業界は、需要が底堅く堅調に推移いたしました。

　世界の水ビジネス市場は、新興国を主とした人口増加・都市化・工業化の進展による環境対策の法規制や水不足

を背景に拡大いたしております。当社グループの関連する水処理市場では、産業向けの持ち直しや更新需要の対応

などにより需要が堅調に推移するなか、韓国や中国において新興企業が伸長してまいりました。

　当社グループは、このような状況において、主にアジア地域を中心に海外市場に注力し新規顧客の開拓や拡販活

動を推進するとともに、既存商品における高性能化品の開発や新商品の市場展開・事業化に取り組んでまいりまし

た。また、生産性や作業効率の向上、原価低減への取り組みなどを通じて、収益の確保に努めてまいりましたが、

売上減少の影響を受けました。

　その結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は、8,299百万円(前年同四半期比183百万円減、

2.2％減)となりました。利益面では、営業利益258百万円(前年同四半期比94百万円減、26.7％減)、経常利益192百

万円(前年同四半期比93百万円増、94.3％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益99百万円(前年同四半期は親会

社株主に帰属する四半期純損失13百万円)となりました。

　当第２四半期連結累計期間の主要な品目別売上高の状況につきましては、次のとおりであります。

　なお、当社グループは、機能材料の製造・販売を事業内容としており、単一の事業活動を行っておりますので、

品目別に記載しております。

　（自動車関連資材）

　当第２四半期連結累計期間の売上高は、5,120百万円(前年同四半期比268百万円増、5.5％増)となりました。

 

　（水処理関連資材）

　当第２四半期連結累計期間の売上高は、2,551百万円(前年同四半期比80百万円減、3.1％減)となりました。

 

　（一般産業用資材）

　当第２四半期連結累計期間の売上高は、626百万円(前年同四半期比370百万円減、37.2％減)となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は787百万円とな

り、前連結会計年度末と比較して、45百万円の減少となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は、1,258百万円（前年同四半期比537百万円増、74.7％増）となりました。これ

は主に減価償却費355百万円、たな卸資産の減少額453百万円、仕入債務の増加額265百万円の増加要因があった

ことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は、548百万円（前年同四半期は82百万円の収入）となりました。これは主に有

形固定資産の取得による支出569百万円があったことによるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は、761百万円（前年同四半期比273百万円増、56.1％増）となりました。これは

主に短期借入金の純減額628百万円があったことによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、220百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,800,000

計 28,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,172,676 10,172,676
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 10,172,676 10,172,676 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

当社の取締役(社外取締役を除く)に対する株式報酬型ストック・オプション

　決議年月日 　平成29年６月27日

　新株予約権の数（個） 　2,070

　新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

　新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式　(注)１

　新株予約権の目的となる株式の数（株） 　20,700　(注)１

　新株予約権の行使時の払込金額（円） 　１株当たり１

　新株予約権の行使期間
　自　平成29年８月１日

　至　平成49年７月31日　(注)２

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

　発行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　607円

　資本組入額　(注)３

　新株予約権の行使の条件 　(注)４

　新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役

会の承認を要するものとする。

　代用払込みに関する事項 －

　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　(注)６

(注)１.新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的となる株式数(以下、「付与株式数」という。)は、10株とす

る。

なお、新株予約権の割当日後に、当社が普通株式の株式分割（株式無償割当てを含む。以下同じ。)又は株式併合

を行う場合は、新株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、次

の計算式により付与株式数の調整を行い、調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

 

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割又は併合の比率

 

また、割当日後に当社が合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とす

る場合には、合併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数は調整されるものとする。

２.新株予約権の行使期間
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平成29年８月１日から平成49年７月31日までとする。ただし、権利行使期間の最終日が当社の休日にあたるとき

は、その前営業日を最終日とする。

３.新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に基

づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加

限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた金額とする。

４.新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役の地位を喪失した時に限り、新株予約権を行使できるもの

とする。ただし、この場合、新株予約権者は、取締役の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に

限り、新株予約権を一括して行使することができる。

５.新株予約権の取得に関する事項

①新株予約権者が権利行使をする前に、前記「新株予約権の行使の条件」の定め又は新株予約権割当契約の定め

により新株予約権を行使できなくなった場合、当社は当社の取締役会が別途定める日をもって当該新株予約権

を無償で取得することができる。

②当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる吸収分割契約もしくは新設分割計画又は当社が完全子

会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画の承認の議案が当社の株主総会（株主総会が不要な場合は当社

の取締役会）において承認された場合は、当社の取締役会が別途定める日をもって、同日時点で権利行使され

ていない新株予約権を無償で取得することができる。

６.組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存する新

株予約権（以下、「残存新株予約権」という。)については、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株

式会社（以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づき、新株予約権者に交付することとす

る。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社の新株予約権を新たに交付するものとする。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数を交付するものとする。

②新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類及び数

新株予約権の目的となる株式の種類は再編対象会社普通株式とし、新株予約権の行使により交付する再編対象

会社普通株式の数は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記「新株予約権の目的となる株式の種類及び

数」に準じて決定する。

③新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に当該各新株予

約権の目的となる株式数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される新株予約権を行使する

ことにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たりの金額を１円とする。

④新株予約権を行使することができる期間

前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効

力発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の行使期間の満了日

までとする。

⑤新株予約権の取得に関する事項

前記「新株予約権の取得に関する事項」に準じて決定する。

⑥新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 10,172,676 － 1,385,137 － 1,375,899

 

（６）【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社徳応舎 東京都大田区久が原六丁目２番15号 2,020,000 19.86

三木産業株式会社 徳島県板野郡松茂町中喜来字中須20 1,046,100 10.28

株式会社日伸 徳島県徳島市中常三島町二丁目15番地 800,000 7.86

三木　富士彦 東京都大田区 617,192 6.07

株式会社マーレフィルターシステムズ 東京都豊島区北大塚一丁目９番12号 432,000 4.25

三木　康弘 徳島県徳島市 305,003 3.00

株式会社阿波銀行 徳島県徳島市西船場町二丁目24番地の１ 296,970 2.92

東京濾器株式会社 神奈川県横浜市都筑区仲町台三丁目12番３号 288,000 2.83

丸紅株式会社 東京都中央区日本橋二丁目７番１号 220,875 2.17

株式会社徳島銀行 徳島県徳島市富田浜一丁目41番地 200,000 1.96

計 － 6,226,140 61.20

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　198,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　9,972,500 99,725 －

単元未満株式 普通株式　　　　2,176 － －

発行済株式総数 10,172,676 － －

総株主の議決権 － 99,725 －

 

EDINET提出書類

阿波製紙株式会社(E26914)

四半期報告書

 7/19



②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

阿波製紙株式会社
徳島県徳島市南矢三町
三丁目10番18号

198,000 － 198,000 1.95

計 － 198,000 － 198,000 1.95

　（注）平成29年９月30日現在の所有株式数は、198,010株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,225,112 1,147,200

受取手形及び売掛金 2,851,267 ※２ 3,040,911

商品及び製品 1,372,426 1,138,688

仕掛品 829,080 695,594

原材料及び貯蔵品 868,921 784,693

未収還付法人税等 79,386 －

繰延税金資産 150,800 166,098

その他 248,860 92,508

貸倒引当金 △72 △77

流動資産合計 7,625,784 7,065,617

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,453,651 3,396,244

機械装置及び運搬具（純額） 2,098,265 2,047,314

土地 3,846,159 3,849,067

リース資産（純額） 268,712 230,031

建設仮勘定 408,241 731,683

その他（純額） 337,426 321,038

有形固定資産合計 10,412,456 10,575,380

無形固定資産 20,681 18,661

投資その他の資産   

投資有価証券 119,828 124,506

繰延税金資産 519,544 517,423

その他 115,872 120,555

貸倒引当金 △1,000 △1,000

投資その他の資産合計 754,246 761,484

固定資産合計 11,187,384 11,355,525

資産合計 18,813,168 18,421,143
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,779,664 ※２ 3,045,221

短期借入金 1,513,612 885,436

1年内返済予定の長期借入金 970,554 879,501

未払法人税等 24,974 59,822

賞与引当金 233,516 262,437

設備関係支払手形 319,754 ※２ 274,103

その他 733,104 583,828

流動負債合計 6,575,181 5,990,352

固定負債   

長期借入金 3,169,507 3,225,991

リース債務 204,774 164,256

再評価に係る繰延税金負債 668,480 668,480

退職給付に係る負債 697,511 711,205

資産除去債務 18,564 16,853

固定負債合計 4,758,837 4,786,786

負債合計 11,334,018 10,777,138

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,385,137 1,385,137

資本剰余金 1,375,899 1,375,899

利益剰余金 1,700,530 1,755,191

自己株式 △118,133 △117,069

株主資本合計 4,343,433 4,399,158

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 13,747 15,749

土地再評価差額金 1,509,151 1,509,151

為替換算調整勘定 100,771 157,592

その他の包括利益累計額合計 1,623,670 1,682,493

新株予約権 10,784 22,450

非支配株主持分 1,501,261 1,539,901

純資産合計 7,479,150 7,644,004

負債純資産合計 18,813,168 18,421,143
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 8,482,576 8,299,026

売上原価 7,064,066 6,883,864

売上総利益 1,418,510 1,415,162

販売費及び一般管理費 ※１ 1,066,474 ※１ 1,157,156

営業利益 352,035 258,005

営業外収益   

受取利息 2,073 1,938

受取配当金 4,762 2,077

受取ロイヤリティー 4,858 5,992

技術指導料 1,157 2,459

その他 9,025 8,919

営業外収益合計 21,877 21,387

営業外費用   

支払利息 28,964 30,128

手形売却損 1,693 623

為替差損 235,742 42,843

その他 8,512 13,400

営業外費用合計 274,913 86,994

経常利益 98,999 192,399

特別利益   

固定資産売却益 1,597 －

投資有価証券売却益 46,367 －

特別利益合計 47,965 －

特別損失   

固定資産売却損 － 2,088

固定資産除却損 1,163 0

特別損失合計 1,163 2,088

税金等調整前四半期純利益 145,801 190,310

法人税、住民税及び事業税 104,323 46,927

法人税等調整額 2,474 △14,053

法人税等合計 106,797 32,874

四半期純利益 39,004 157,436

非支配株主に帰属する四半期純利益 52,801 57,713

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）
△13,796 99,722
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 39,004 157,436

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △29,047 2,001

為替換算調整勘定 △143,248 80,449

その他の包括利益合計 △172,295 82,451

四半期包括利益 △133,291 239,887

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △5,700 158,545

非支配株主に係る四半期包括利益 △127,591 81,342
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 145,801 190,310

減価償却費 332,205 355,242

株式報酬費用 10,784 12,544

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,621 28,921

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 18,522 13,201

受取利息及び受取配当金 △6,836 △4,016

支払利息 28,964 30,128

固定資産売却損益（△は益） △1,597 2,088

固定資産除却損 1,163 0

投資有価証券売却損益（△は益） △46,367 －

売上債権の増減額（△は増加） △18,903 △180,673

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,026 453,744

仕入債務の増減額（△は減少） 185,591 265,220

その他 206,806 65,115

小計 844,487 1,231,828

利息及び配当金の受取額 6,723 3,629

利息の支払額 △29,126 △29,839

法人税等の支払額 △101,597 △30,264

法人税等の還付額 － 83,094

営業活動によるキャッシュ・フロー 720,486 1,258,448

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △93,922 △92,400

定期預金の払戻による収入 92,400 131,280

有形固定資産の取得による支出 △128,176 △569,211

有形固定資産の売却による収入 1,630 321

無形固定資産の取得による支出 △8,544 △942

投資有価証券の取得による支出 △1,801 △1,798

投資有価証券の売却による収入 226,378 －

その他 △5,589 △15,809

投資活動によるキャッシュ・フロー 82,374 △548,561

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 32,863 △628,857

長期借入れによる収入 150,000 500,000

長期借入金の返済による支出 △552,611 △504,099

配当金の支払額 △45,768 △44,877

非支配株主への配当金の支払額 △38,380 △42,701

その他 △33,622 △40,679

財務活動によるキャッシュ・フロー △487,519 △761,216

現金及び現金同等物に係る換算差額 △42,887 6,181

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 272,453 △45,146

現金及び現金同等物の期首残高 622,857 832,795

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 895,310 ※１ 787,648
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形割引高 65,598千円 103,988千円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。
 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形 －千円 16,136千円

支払手形 － 333,215

設備関係支払手形 － 17,148

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

運賃及び荷造費 186,882千円 224,304千円

給料及び手当 207,211千円 206,098千円

賞与引当金繰入額 49,193千円 50,883千円

研究開発費 165,968千円 220,595千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

り　であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 1,260,643千円 1,147,200千円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △365,333千円 △359,552千円

現金及び現金同等物 895,310千円 787,648千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

　１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成28年６月28日

 定時株主総会
普通株式 45,768 4.5 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

　末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成28年11月９日

 取締役会
普通株式 35,598 3.5 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

　１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成29年６月27日

 定時株主総会
普通株式 44,877 4.5 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

　末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成29年11月８日

 取締役会
普通株式 34,911 3.5 平成29年９月30日 平成29年12月１日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、機能材料の製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
△１円36銭 10円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△13,796 99,722

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額又は普通株式に係る親会社株主に

帰属する四半期純損失金額（△）（千円）

△13,796 99,722

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,170 9,973

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － ９円97銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） － 28

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

　（注）前第２四半期連結累計期間は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しており

ません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　　平成29年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　（イ）配当金の総額…………………………………………………34,911千円

　　（ロ）１株当たりの金額……………………………………………３円50銭

　　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………………平成29年12月１日

　　（注）平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月７日
 

阿　波　製　紙　株　式　会　社
 
　　取　締　役　会　御　中

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 木村　幸彦 印

     

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田中　賢治 印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている阿波製紙株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、阿波製紙株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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